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国会議員の皆様へ

「ダンス規制法」（風営法）の改正を求める
請願署名取り組みへのご理解・ご支援のお願い

平成２５年（２０１３年）２月１２日

Let's DANCE署名推進委員会

Let's DANCE法律家の会

国会議員のみなさま

国事多忙の折、日夜を分かたぬご活躍に心から敬意を表します。

今般、私たち「Let's DANCE署名推進委員会」と「Let's DANCE法律家の会」は、「風俗営業等の規

制及び業務の適正化等に関する法律」（風営法）のダンス規制条項の見直し・撤廃を求め、請願運動を

すすめています。

請願署名は７カ月で１１万人を突破し、取り組みは全国に広がり、とりわけ若者からの強い支持の声が

日ごとに寄せられています。

法改正をめざす取り組みの終着点は、立法府における論議にあると考えます。私たちは通常国会に

おいて、全国から寄せられた国会請願を提出する予定です。国会議員の皆様には、以下お願いすると

ともに、是非とも私たちの運動についてご理解賜りたいと願い、以下の諸点で説明申し上げます。

【お願い】

１ 請願提出にあたり、紹介議員としてお力添えをいただくこと

２ 院内集会など各種イベントへのご参加、「議員連盟」の結成など、ご支援をいただくこと

■なぜ「ダンス規制法」（風営法）の改正を求めるのか

①時代遅れのダンス規制法

＊戦前、男女のダンサーが客と売買春の交渉の場にダンスホールを使い社会問題となりました。そこで制

定された「舞踏場取締規則」（１９２８年・警視庁令）などが風営法の源流となったといわれています。

戦前の規則が廃止され、１９４８年に風俗営業取締法が制定されたさい、「カフエーとか、ダンスホール

とか、喫茶店というようなところにおきまする売淫（売春のこと）、賭博というものを取締るのが目的」

（同年６月１５日、衆院治安及び地方制度委員会の質疑）とされました。以上のように、ダンスをさせ

ることを「風俗営業」とした歴史的な経過があります。しかし今日、「ダンス」は、中学校体育の必修科

目にされています。「ダンスさせる場所＝風俗営業」とするのは、社会通念上も無理があり時代遅れと考

えています。

第二条 この法律において「風俗営業」とは、次の各号のいずれかに該当する営業をいう。

一 キヤバレーその他設備を設けて客にダンスをさせ、かつ、客の接待をして客に飲食をさせる営業

二 待合、料理店、カフエーその他設備を設けて客の接待をして客に遊興又は飲食をさせる営業（前号に

該当する営業を除く。）

三 ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスをさせ、かつ、客に飲食をさせる営業（第一号に該当す

る営業を除く。）

四 ダンスホールその他設備を設けて客にダンスをさせる営業（第一号若しくは前号に該当する営業又は

客にダンスを教授するための営業のうちダンスを教授する者（政令で定めるダンスの教授に関する講習を

受けその課程を修了した者その他ダンスを正規に教授する能力を有する者として政令で定める者に限る。）

が客にダンスを教授する場合にのみ客にダンスをさせる営業を除く。）
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＊「ダンスをさせる」あるいは「ダンスをする」という行為は、表現の自由や営業の自由として憲法上も

保障されるべき行為です。風営法は、「善良の風俗と清浄な風俗環境を保持し、及び少年の健全な育成に

障害を及ぼす行為を防止する」（第1条）ことを目的としており、ダンスをさせることが、同法の目的に

反するとはいえず、表現の自由や営業の自由を規制するに足る合理性がないと考えます。

②ルール違反の過剰な取締り

＊１９８４年の１０１国会で風営法の大改正が行われました。そのさい、性風俗の容認や当局の恣意的な

取締りを焦点に、日弁連をはじめ教育・女性・業者の団体などが、相次ぎ懸念の声をあげました。こう

した動きをうけ、衆参両院で「運用に当たっては、職権の濫用をいましめるとともに、表現の自由、営

業の自由等憲法で保障されている基本的人権を侵害することのないよう慎重に配慮すること」などとす

る附帯決議をあげています。

＊また法の運用にあたって、「解釈運用基準」第３１で、「立入り等は調査の手段であり、その実施に当た

っては、国民の基本的人権を不当に侵害しないように注意する必要がある」とし、「行政上の指導、監督

のため必要な場合に、法の目的の範囲内で必要最小限度で行わなければならない」、「いやしくも職権を

濫用し、又は正当に営業している者に対して無用な負担をかけるようなことがあってはならない」と定

め、立入りの制限や職権濫用の禁止を明記しています。

＊しかし近年、「ダンスをさせる営業許可（風営法２条１、３、４号）がない」などとして、当局の摘発が

相次いでいます。ＤＪブースやミラーボールを設置した店舗が、「ダンスをさせる意図をもっている」な

どと当局から警告をうけた事例も少なくありません。「ダンス」の定義が曖昧なことから、都内のサルサ

クラブすら摘発されています。前述した附帯決議や解釈運用基準にそくて、弾力的な運用が求められる

にもかかわらず、恣意的な解釈による過剰な取締りを憂慮するものです。同様の設備をもち歌い踊るこ

とが可能なカラオケボックスが事実上、風営法の規制対象とされていないことからも矛盾は明らかだと

考えます。

＊昨年１１月には、風営法２条４号をめぐる政令改正が行われました。そのさい、パブリックコメントを

うけた警察庁の「考え方」において、4号営業の対象を「男女がペアとなって踊ることが通常の形態と

されているダンスを客にさせる営業である」との見解を示しました。ペアダンスを対象とする理由につ

いては、「その行われ方によっては男女間の享楽的雰囲気が過度にわたり、善良な風俗と正常な風俗環境

を害し、または少年の健全な育成に障害を及ぼすおそれがある」と説明しています。単独で踊ることが

多い３号営業（クラブなど）におけるダンスの定義との矛盾や、あまりに抽象的かつ恣意的なペアダン

スの解釈にたいし、ダンス愛好者にとどまらず、多くの国民から疑問の声が寄せられています。

③クラブカルチャー、ダンスカルチャーは日本と世界の宝

＊クラブカルチャーは、音楽やアート・映像、ダンスなどの身体表現など、総合的な芸術表現の場として、

今日、多くのアーティスト・ＤＪらが、オーディエンスと一体になり、つくりあげてきたものです。世

界的にも著名な音楽家・坂本龍一氏は、「クラブはサブカルチャーのハブ（中継点）。音楽、ダンス、ア

ート、文学、ITなど多くの分野がつながっている。クラブ文化を取り締まるのは時代錯誤。日本文化破

壊といっても過言ではない」（２０１２年５月１６日付「朝日」）とのべています。先ごろ行われたロン

ドン五輪の開会式の音楽監督は、クラブシーンで演奏する著名バンドでした。

＊このようなかけがえのない場を守ることは、私たちの責務であると考えます。今回の運動において、音

楽家、芸術家、作家、ダンス関係者、法律家など、幅広い人たちが呼びかけ人となっています。クラブ

カルチャーを守ることが、日本の文化や表現の自由を守るという思いで声をあげています。「ダンスをさ

せることが、なぜ規制されなければならないのか」という国民だれもが一致できる思いを集め、規制法

の改正を必ず実現させたいと願っています。

＊先にふれた１０１国会の参院決議においても、「審議の経過にかんがみ国民の基本的人権と警察責務との

関係及び法形式等について継続的に調査、検討を行うものとする。政府においても法の運用に当たって

慎重を期するとともに、所要の再検討を加えるべきである」と立法府・行政ともに、将来的な検討・見
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直しを求めています。当時の議論に立ち返り是非「所要の再検討」を重ねてお願いするものです。

■取り組みの経過と推進の諸団体について

①取り組みの経過

＊都知事選や大阪市長選、京都市長選などで、ダンス規制をめぐる公開質問状や、「署名｡TV」による法改

正の「ネット署名」運動が行われ、関西での摘発激化を口火にさらに運動が広がりました。

＊２月 ２日――「京都のクラブシーンを守り考えるつどい」に１００人

＊３月１６日――「ダンス規制法見直し連絡協議会」（準備会）が、京都府議会各会派と京都府公安委員会

に、規制法の改正と過剰な取締りの是正を求め申し入れ。

＊この間、青年、クラブ利用者、法律家、クラブ経営者らによる学習会・検討会や調査活動をのべ１７回

２００人以上が参加し開催してきました。

＊５月２９日──Let's DANCE署名をスタート。公式サイトは、秒間５００アクセスが殺到し、サーバ

ーが８時間にわたりダウンするほど話題に。

＊６月１０日──「ダンス規制法を考えるつどい」に１５０人が参加。

＊８月２９日──超党派の国会議員有志による勉強会に、当委員会メンバーが出席し説明。

＊９月１１日──東京・代官山で開いたトークイベントに８０人。

＊１１月１日──弁護士・行政書士ら１０２人の参加でLet's DANCE法律家の会が発足。

＊１１月２９日告示の東京都知事選において、予定候補者に公開質問状を送付。回答を公式サイトにアッ

プし、「投票に行こう」の呼びかけを広げる。

＊１２月３日公示の総選挙においても、各政党に公開質問状を送付。回答を公式サイトにアップ。

②推進の諸団体について

＊「Let's DANCE署名推進委員会」は、若者、クラブ利用者、アーティスト、法律家、クラブ経営者ら

で構成。署名の推進を一致点としたゆるやかな組織です。現在、全国３０都道府県で協力者や協力店舗

が支援しています。東京、京都、大阪、神戸、福岡で地域組織が結成されています。

＊共同代表は現在以下の３氏が務めています。

齋藤貴弘氏（弁護士／東京）

中村和雄氏（弁護士／京都）

ヤマモトヒロユキ氏（アートディレクター／大阪）

＊「Let's DANCE法律家の会」は、ダンスカルチャーや表現の自由を守ることをめざし、多くの若手法

律家も参加した組織です。ストリートダンスコンテストで世界２位になった弁護士もふくむ１０２人の

法律家が参加しています。

■取り組みと世論の広がり

①請願署名

＊署名運動スタートから７カ月で、全国４７都道府県から1,050人が署名を集め送付。現在のべ１１万筆

を超えています。

＊全国から1,000件近い問い合わせや協力の申し出が寄せられました。特徴的な声を紹介します。

「私は大阪で小さな雑貨屋を開いています。私の青春時代を支えてくれたダンスカルチャーが危機にあ

ると聞き、お店で署名を置いています。お客さんにも勧めています」（大阪・女性）

「子どもをダンススクールに通わせています。ダンスを規制する社会って変です。ママ友にも署名を頼

みました」（女性）

「客に踊ったらあかんと言わせるのは、ほんまおかしい」（京都の街頭署名の訴えに応えた年配男性）

②呼びかけ人・賛同人の広がり

＊呼びかけ人には、坂本龍一 (音楽家)、大友良英 (音楽家)、いとうせいこう (作家 クリエイター )、大貫

憲章 (音楽評論家 / DJ )、日高正博 (フジロックフェスティバル主宰 SMASH代表)、清水直樹 (サマ

ーソニック主宰 クリエイティブマンプロ代表)、マシーン原田 (ADHIP代表)、建畠晢 (美術評論家) 、
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諏訪敦彦(映画監督 東京造形大学学長)、今村克彦(創作ダンス集団主催)、岩村健二郎（早稲田大学法学

部准教授 Salsa Swingozaボーカル）、中村和雄 (弁護士)の１２氏に連名していただいています。

＊賛同人には、計２０８氏が連名。浅田彰氏（京都造形芸術大学大学院長）、リリーフランキー氏（作家）、

斉藤和義氏（シンガーソングライター）ら、音楽・美術・ダンスなどジャンルをこえた幅広いみなさん

に賛同していただきました。

③各種の音楽イベントや団体からも

＊いわゆる「夏フェス」といわれ開催される音楽イベント１０１カ所を対象に支援を要請してきました。

数十のイベントでボランティアが署名を呼びかけ、とくにフジロック、ライジングサン、サマーソニッ

クなど日本を代表する音楽イベントで、それぞれ数千筆の署名が寄せられています。

＊また社交ダンスやサルサダンスなど、ジャンルをこえたダンス諸団体からも、ご支援・ご協力の輪が広

がっています。

④メディアも注目

＊署名運動がスタートして以来、新聞、雑誌、テレビ、WEBなどさまざまな媒体に報道していただきまし

た。雑誌では、「週刊プレイボーイ」、ストリートファッション誌「カジカジ」などが特集。「ジャパンタ

イムス」など英字媒体でも取り上げられました。

⑤国会議員のみなさんのご支援

＊署名運動スタート直後に支援を申し出てくださった国会議員の皆様も少なくありません。また、フジロ

ック会場で署名ブースを訪れ激励をいただいた国会議員や、質問主意書を提出していただいた国会議員

など、党派をこえたさまざまな動きに、私たちも大きく励まされてきました。

＊また、昨年末の総選挙にあたり、当委員会が各政党の皆様に公開質問状を送付させていただきました。

各党とも限られた時間のなかで真摯にお答えいただき、恐縮しております。いずれも、現行法における

問題についてご認識いただき、広く国民とともに前向きな解決方向を検討するというお答えでした。引

き続き超党派による運動へと心からお願いする次第です。

以上、重ねて上記趣旨へのご理解を賜り、今後ともご指導ご鞭撻を心よりお願いいたします。

Let's DANCE署名推進委員会

〒604-0847 京都市中京区烏丸通二条下る西側 ヒロセビル2階 市民共同法律事務所気付

担当：坪井修 090-1678-1148

Email: info@letsdance.jp

■添付した参考資料は以下の通りです。

①請願署名

②「法改正のあるべき方向性について」（法律家の会の提言）

③１０１国会附帯決議（衆院）

④１０１国会決議（参院）

⑤「朝日」５月１６日付 「クラブじゃ踊れない！？」

⑥「東京」５月２８日付 「時代に乗れぬ風営法規制」

⑦「毎日」夕刊６月１４日付 「『文化の共同体』侵すな」

⑧「朝日」１月７日付「夜通し踊りたいのに」

⑨呼びかけ・賛同人２２０氏一覧


